
 

 

南十勝農業後継者担い手対策研修会 

２月 20 日忠類コミュニティセンターで開

催され 112 名が参加しました。 

北見市で婚活イベントなどを手がけるエ

ム・フォーヌ鈴木朝子代表による講演が行

われ、イベントでのマッチング成功法や、

参加する農家男子の心構えといったノウハ

ウなど、参加者にとっては興味深い内容で

熱心に耳を傾けていました。 

農業政策等に関する意見書を提出 ･･････ ２Ｐ・３Ｐ 

農地所有適格法人報告書の提出について ･･････ ３Ｐ 

農地の賃借料情報、農地移動状況 ････････････  ４Ｐ 

農業者年金情報、年金説明会・相談会を開催 ･･ ５Ｐ 

家族経営協定を結んでみませんか ･･････  ６Ｐ・７Ｐ 

農地中間管理事業の借受希望申し出について、 

担い手専属アドバイザーの紹介････････････････ ８Ｐ 
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農業政策等に関する 

意見書を提出 

１ 自然災害による農業被害対策について 

本年９月に発生した北海道胆振東部地震、台風21号など大規模な自然災害による被害が発生している。

町独自の支援や上乗せ補助などの施策を実施されているが、引き続き農業者の不安を解消し、将来の営

農に希望を持てる事業予算の確保を求めるとともに、今後の自然災害に備えた農業環境整備が必要なこ

とから、今後も発生が予想される大規模自然災害に備え、農業・農村に係る防災・減災対策を推進する

ことを求める。 

２ 地域の実態に即した担い手への農地集積の推進及び農家戸数減少への取り組みについて 

農業経営のコスト削減や農地の地力を高める投資を促進するためにも、担い手農業者の農地所有は重

要であり、農地所有権移転を促進する施策拡充を早急に行う必要があることから、下記の事項について

強く求める。 

また、農家戸数が減少していることから、町内関係団体と連携し、後継者対策や新規就農者への支援

など、町独自の施策に取り組むことを求める。 

(1) 農地中間管理機構の特例事業である農地売買等事業（旧農地保有合理化事業）も協力金の対象とす

ること。 

(2) 譲渡所得税の特別控除額の引き上げ及び特別控除が連年受けられるよう明文化するなど農地の所有

権移転を促す施策を講じること。 

３ 農業基盤整備事業予算の確保について 

農業の生産性向上や品質の高い農畜産物の生産、食料自給率の向上のため、基盤整備事業の推進は不

可欠であることから、下記の事項について強く求める。 

(1) 農村現場に必要な予算を継続的に確保するとともに、地域のほ場条件にあった弾力的な運用や地元

負担の軽減に配慮すること。 

(2) 区画を拡大して作業効率の良い優良農地とするため、農地に介在する離農者の廃屋等の撤去や山林

原野など非農地部分の農地化に対する支援制度を創設すること。 

(3) 農地に介在する旧河川敷地等の農業基盤整備等を行うには、購入の方法しかないため、農業者が測

量をしなければならず、経済的負担にならないよう配慮すること。 

(4) 農作業の省力化や労働力不足の解消、効率的な作業による経費の削減、生産性の向上に寄与するも

のと考えられることから、ＩＣＴを活用した生産力の強化の実現に積極的に取り組むこと。 

(5) バイオガスプラントについて、十勝管内では複数の計画が予定されているが、売電が困難な状況で

あり、今後の事業展開に大きな障害となっていることから、事業推進に向けた対策を講じること。 

またバイオガスプラント建設に際して、電力供給設備に係る事業費は補助対象外となっており、事

業者の自己負担となることから、その軽減を図るための補助対策を講じること。 

12 月 11 日、農業委員会の谷内会長、鯖戸会 

長職務代理者、香西農政部会長が町長室を訪れ 

飯田町長に農業政策等に関する意見書を提出し 

国や北海道に対して働きかけを要請しました。 

内容は以下のとおりです。 
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４ 有害鳥獣の駆除対策について 

平成 29 年度、本町におけるエゾシカ、キツネなど有害鳥獣による被害総額は約 3,690 万円に達して

いる。今後も「鳥獣被害防止総合対策交付金」の必要予算の確保と期間の延長、並びにハンターの育成・

確保のための規制緩和など駆除に取り組める環境整備に努めることを求める。 

 また近年、十勝管内で急増しているアライグマの農業被害について、実態調査の実施と適正な駆除対

策を講じること。 

５ 国際通商交渉について 

国際通商交渉が進められる中、農畜産物の市場開放が強く求められており、交渉の合意内容が地域農

業に影響を及ぼすことのないよう、体質強化対策や経営安定強化対策など万全な対策を講じること。 

また今後、いかなる国際通商交渉においても重要品目（小麦、牛肉、乳製品、砂糖、雑豆）への必要

な国境措置を確保するとともに、その交渉内容や影響などについて丁寧な説明を行うこと。 

６ 経営支援対策強化について 

農業者の努力を無にすることのないよう、食育・地産地消を推進し、青年後継者等が安心して営農を

継続できる農政施策として下記事項について強く求める。 

(1) 担い手が長期的に安定して営農が継続できるよう経営安定対策の更なる充実強化を図ること。 

(2) 農業者年金制度で、女性農業者の担い手としての位置づけの強化及び地位向上を図る観点から、直

系卑属の配偶者についても対象とすること。 

７ 農業委員会関係予算の確保について 

農地制度に係る適正な事務実施の一層の推進を図るとともに、担い手への農地集積、遊休農地の発生

防止・解消の活動をより強力にするため、下記事項について強く求める。 

(1) 市町村の財政状況に左右されず、農業委員会、事務局体制が確保できるよう農業委員会交付金等の

農業委員会関係予算を十分に確保すること。 

(2) 農地情報公開システムの整備に当たり、データの移行及び更新及びシステムの改修等に係る経費に

ついては、機構集積支援事業補助金の予算の増額を行い、軽減措置を図ること。 

(3) 今般、十勝管内では 13 人の女性農業委員が選任され、今後、女性農業委員の活躍が期待される中、

知見を広げるための研修会等の開催及び参加に係る関係予算を確保すること。 
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平成 30 年１月～12月 農地移動状況 
項   目 平成 30 年 平成 29 年 前年比 

区 分 移動事由 件数 面積(ha) 件数 面積(ha) 件数 面積(ha) 

農地法第３条 

所有権の移転 
売 買 31 94.85 24 128.47 +7 -33.62 

贈 与 8 121.11 16 271.93 -8 -150.82 

賃借権の設定 46 264.65 25 144.89 +21 +119.76 

使用貸借権の設定 28 792.40 21 682.24 +7 +110.16 

買   入 14 97.68 14 64.40 0 +33.28 

売   渡 12 67.84 20 186.40 -8 -118.56 

農用地利用集積 

計画 

所有権の移転 7 18.85 5 14.52 +2 +4.33 

利用権の設定（賃貸借） 123 757.93 123 603.26 0 +154.67 

 

                               

                               

                               

                               

１ 普通畑 

地域名 平均額 最高額 最低額 データ数 

幕別地区(低台) ９,７００(↓) １３,０００ ４,０００ １６１ 

幕別地区(高台) ８,０００(↑) １２,０００ ４,６００ ２３０ 

忠類地区 ３,９００(↓) ６,０００ １,２００ ５４ 

２ 牧草畑 

地域名 平均額 最高額 最低額 データ数 

幕別地区(低台) ５,１００(→) ７,７００ ４,０００ なし 

幕別地区(高台) ４,５００(→) ６,８００ ３,０００ ２４ 

忠類地区 ３,１００(↓) ４,５００ １,０００ ９９ 

※幕別地区(低台)は、事例がないため平成 23 年の賃借料を記載しています（平成 28 年は１件 

のみで個人の特定につながる恐れがあり、平成 28 年を除く平成 24 年～29 年は案件なし）。 

○幕別地区（低台）：新川の一部、明野の一部、軍岡の一部、相川、猿別の一部、千住、稲士別の 

一部、依田、西和、途別の一部、幕別・札内市街地 

○幕別地区（高台）：上記地区と忠類地区を除いた地区 

平成30年１月～ 

12月分 

農地の 

賃借料情報 

農業委員会では、農地法の規定により農地の賃貸借契約を締

結する場合の目安となるよう、地域の賃借料情報を提供してい

ます。 

 平成30年１月から12月までに締結された賃貸借契約による

賃借料水準（10 アール当り）は、次のとおりですので、賃貸

借契約を締結する際の参考にしてください。 

なお、平均額の２倍以上の賃借料で締結しようとすると、周

辺の賃借料を引き上げる恐れがあることから、農業委員会は指

導を行うことになっていますので、ご注意ください。 
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「保険料の国庫補助対象者と補助額」 

区分 必要な要件 
国の補助する額（円） 

35 歳未満 35 歳以上 

区分１ 認定農業者で青色申告者 10,000 6,000 

区分２ 認定就農者で青色申告者 10,000 6,000 

区分３ 
区分１または区分２の者と家族経営協定を締結して経営

に参画している配偶者や後継者 
10,000 6,000 

区分４ 
認定農業者または青色申告者のいずれか一方を満たし、

３年以内に両方満たすことを約束した者 
6,000 4,000 

区分５ 
35 歳まで（25 歳未満の場合は 10年以内）に区分１にな

ることを約束した後継者 
6,000 － 

 ※国の補助する額は月額保険料２万円（固定）に対する金額です。 

 ※区分３、区分５の「後継者」は経営主の直系卑属である必要があります。 

 ※区分３、区分５の加入者は、年間農作業従事日数が 150 日以上である必要があります。 

一定の要件を満たす農業者には、保険料の国庫補助による手厚い政策支援があります。 

国民年金第１号被保険者等の農業者年金への加入要件に加え、 

①39 歳までに加入 

②農業所得（配偶者、後継者の場合は支払を受けた給料等）が 900 万円以下 

③認定農業者で青色申告など、下表「保険料の国庫補助対象者と補助額」の必要な要件を満た 

せば受けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年 12 月４日に農業者年金の受給予定者を対象とした

農業者年金相談会が開催され９人が参加しました。 

 説明会は毎年、農業委員会と農業者年金協議会が共催し

ており、今年は北海道農業会議の野澤信義農業者年金相談

指導員を講師に迎え、農業者年金制度の概要、旧年金・新

年金それぞれの経営継承の方法や受給方法について説明

を受けました。 

 説明会終了後は個別相談会が開かれ、参加者は年金支給

額や農地を処分する方法、処分する時期についての説明を

受けていました。 
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目的 後継者にやる気・興味・自信を

持たせたい。 

取り決める内容 役割分担／労働時間 

・休日 

協定のメリット 後継者の役 

割を明確にすることで 

責任をもって農作業に 

取り組める。 

魅力的な農業経営は、家族の話し合いから始まります。夢のある元気な農業経営のために、家

族経営協定を結んでみませんか。 

 

◇家族経営協定ってなに？ 
家族経営協定とは、農業経営や生活・将来の目標について家族みんなで話し合い、意欲とや

りがいを持って農業を行うためのルールです。締結後は家族みんなで実行し、経営と家族の状

況にあわせて定期的に見直しをすることが大切です。 

ゆとりみらい２１推進協議会では、平成 30 年度に２組の家族経営協定締結調印式を４月 10

日に忠類農業協同組合で行いました。 

幕別町では、これまで後継者の就農や新規就農などをきっかけに協定を締結した家族は 117

戸となっています。 

◇制度上のメリットはあるの？ 
 家族経営協定を締結し、経営主とともに経営に参画している配偶者や後継者に対しては認定

農業者制度、農業者年金制度などで、次のようなメリットがあります。 

 ①認定農業者の共同申請ができます。 

 ②農業者年金保険料に対して、一定割合の国庫補助が受けられます。 

◇どんなきっかけで家族経営協定を結んでいるの？ 
  家族経営協定を締結するきっかけや見直すタイミングは、次のような場合があります。 

目的 後継者の配偶 

者と円満な人間関 

係を築きたい。 

取り決める内容 産休・育 

児の期間の確保／家事・ 

育児分担 

協定のメリット 配偶者にとっては、

気兼ねなく、安心して家事・育児が

できる。 

目的 お互いが自立した農業者とし

て対等な立場でありたい。 

取り決める内容 収益の分配／家

事・育児分担 

協定のメリット 家事・育児 

の分担や協力ができる 

ようになる。 

目的 経営移譲を 

スムーズに行いたい。 

取り決める内容 贈与に 

 向けての準備／親夫婦の 

 扶養・介護 

協定のメリット 贈与などの内容 

を明確にすることにより、スムーズ

な経営移譲ができる。 

 

ゆとりみらい２１推進協議会からお知らせ 
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◇家族経営協定を結ぶにはどうすればいいの？ 
 家族経営協定を締結する手順は、次のようになります。 

お互いの負担や悩みを伝えましょう 
自分の現状や、日々どんなことを思っているのか、お互いの気持ちを伝えてみま

しょう。 

内容を考えましょう 
家事・育児・介護など、現在の仕事の分担度合いについても話し合い、負担の軽

減や効率化できるかなどの解決方法を考えてみましょう。 

協定を結びましょう 
取り決めを確かなものにするため文書化して、第三者であるゆとりみらい２１推

進協議会などの立ち会いのもとで協定を結びましょう。 

定期的に見直しましょう 
締結された内容が実行されているか、定期的に見直しましょう。また、経営と家

族の状況にあわせて、協定を見直すことも大切です。 

◇協定書を作るにはどうすればいいの？ 
 協定書の作成は、町、ＪＡ、農業委員会などで構成する「ゆとりみらい２１推進協議会」がお手

伝いします。 

 協定書のひな形などもありますので、新たな締結や締結後の見直しを考えている方は、所属する

ＪＡまたは下記までお気軽にご相談ください。 

ゆとりみらい２１推進協議会 営農環境対策専門部会 

事務局：幕別町経済部農林課農政係 

ＴＥＬ：54-6605  ＦＡＸ：54-5564 

メール：noseikakari＠town.makubetsu.lg.jp 

全国農業新聞は農業者の公的代表機関である農業委員 

会系統組織が発行する農業総合専門紙です。 

全国農業新聞は、農業委員会で購読の申し込みを受け 

付けています。お電話等でお申し込みください。 

◆発行日 毎週金曜日  ◆購読料 月 700 円（送料､税込） 

◆発 行 全国農業会議所 




